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国立大学法人運営費交付金 1兆790億円 (前年度予算額 1兆807億円)  
国立大学改革強化推進補助金 48億円 (前年度予算額 47億円)

国立大学改革の推進等

全国各地の知と人材の集約拠点である国立大学が「社会変革の原動力」として地域や世界を牽引

※ 国立大学改革強化推進補助金

国立大学経営改革促進事業

経営改革構想の実現の加速

地方の中核大学として地域イノベーシ
ョンを創出

コロナ禍を踏まえた「新たな日常」に向
けた大学経営等に挑戦する取組の支援

※「新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した学生に対する授業料等減免」については、令和３年度も引き続き実施
※用地一括購入長期借入金債務償還経費（令和２年度までの経費）の減：▲44億円

数理・データサイエンス・AI教育の全国展開 10億円（対前年度同額）

改革の
方向性

改革インセンティブの向上

マネジメント改革を推進するとともに、教育・研究
の更なる質の向上を図るため、基幹経費において、
成果に係る客観・共通指標により実績状況を相対的
に把握し、これに基づく配分を実施

令和３年度においては、1,000億円を対象として、
配分率80%～120%で配分を実施

※ このほか「各大学の評価指標に基づく再配分」を実施
（令和３年度：約200億円）

Society5.0に向けた人材育成の推進

第４期を見据えた教育研究組織整備

地域の教育研究拠点として地方創生に資する教育研究組織の設置や、Society5.0に向けた
人材育成に資するための体制構築等

8億円（新規・拡充分）

年度 配分割合（配分対象経費） 変動幅（配分率）

令和元年度 700億円 90%～110%

令和２年度 850億円 85%～115%

令和３年度 1,000億円 80%～120%

【参考】

教育研究基盤設備の整備 39億円（+30億円増）

教育研究の基盤整備

成果を中心とする実績状況に基づく配分

地域の中核としての連携強化を通じた大学機能強化、感染症対策や
防災・災害対応等に必要な設備整備

48億円（+１億円増）

研究力向上改革の推進
共同利用・共同研究拠点の強化 69億円（▲0.1億円）

コロナ禍に対応する国内外のネットワーク構築等、共同利用・共同研究拠点の強化を通じて、
我が国の研究力を向上

世界の学術フロンティアを先導する大規模プロジェクトの推進 206億円（対前年度同額）

世界最高水準の教育研究の展開に向け
た経営改革の実現

▶

▶

▶

▶

▶

▶

▶

６拠点大学、30協力大学を中心に、文系理系を問わない全学的な数理・データ
サイエンス・AI教育の全国展開を加速

▶

取組・成果に応じた手厚い支援と厳格な評価を徹底することにより第４期に向けた改革を着実に実施

コロナ禍を踏まえた「新たな日常」に向けた教育研究・大学経営や学生の学び方に挑戦する取組を支援

▶ 「次世代学術研究プラットフォーム」として研究・教育のDXを支える基盤
となるSINETの強化等

令和３年度予算額

令和２年度第３次補正予算額 国立大学法人設備整備費補助金等 202億円

【令和２年度第３次補正予算額：100億円】

【令和２年度第３次補正予算額：100億円】

大学院生に対する支援

大学院生に対する授業料免除の充実 免除対象人数：2.4万人（+0.3万人）▶

※このほか最先端研究基盤の整備等：125億円

126億円（+16億円増）

【令和２年度第３次補正予算額：２億円】

※このほか最先端研究基盤の整備等：３億円

▶

高等教育局
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深刻な地球環境問題である海洋プラスチック汚
染の解決に向け、本分野を牽引してきた九州大
学が、汚染の主たるソースの東南アジア海域を
フィールドとし、国内外の大学・研究機関が参
画する国際的な研究拠点として「海洋プラス
チック汚染国際研究拠点」を設置。ポスト・プ
ラスチック社会の実現に向けたイノベーション
に方向性を与える機能を持たせる。

九州大学
海洋プラスチック汚染
国際研究拠点

広島大学
IDEC機構

全学をあげて「Society 5.0」の国際展
開によるSDGs達成を担う国際協力人材
を養成する教育研究組織として「IDEC
機構」を設置。平和を希求する総合大
学として学際的なアプローチで地球規
模の課題解決に貢献するとともに、国
立大学初の事例として、アリゾナ州立
大学のキャンパスを学内に設置する等、
大学のグローバル化を強力に推進。

国立大学の機能強化を推進するための組織整備の例（令和３年度新規分）
・地域の教育研究拠点として地方創生に資する教育研究組織の設置や、Society5.0に向けた人材育成や世界最高水準の
教育研究の実現及び新型コロナウイルス感染症に対応した拠点の形成といった体制の構築に対して重点的に支援。

≪Society5.0≫

≪地方創生≫≪卓越研究≫

信州大学
信州アカデミア構想

継続して実績を積み重ねてきた地域の課
題解決の取組等をさらに発展させるため、
ユニバーシティ・エンゲージメント室を
設置し、海外の大学・地域とも連携した
グローカルな地域活性化事業や人材循環
を生み出す事業を構築するとともに、地
域を創造する「知」の好循環を信州全域
で実現する「信州アカデミア構想」の発
展を目指す。

地元企業等で構成するコンソーシアムを
活用するとともに、経験豊富な実務家教
員も参画し、近年進展が著しいマテリア
ル・インフォマティクス、マテリアル・
インテグレーションによる新素材・新材
料（ネオマテリアル）を開発できる人材
を博士後期課において育成するとともに、
新規材料に係る地域との共同研究開発の
推進により、素材産業の革新・再生を図
り、我が国の国際競争力の強化に貢献。

京都工芸繊維大学
KITコンソーシアム博士人材育
成プログラム

金沢大学
高度モビリティ研究所（仮称）

金沢大学が有する強みを活かして、自動運転技術
の更なる高度化を推進。また、国や地域等との連
携により、自動運転をサービスとして実装・展開
する上での社会課題の解決等に文系・理系の垣根
を越えて取り組む体制を構築。さらに、これらの
知見や経験を活かし、地域や超スマート社会を支
える高度専門人材を育成。以上の取組を総合的に
推進することにより、次世代のモビリティ社会の
実現に貢献。

「スピントロニクス」領域における世界の
パイオニアとして認知されている東北大学
が、世界トップレベルの研究拠点を形成す
るため「先端スピントロニクス研究開発セ
ンター」を設置。スピントロニクスに基づ
く科学技術を世界に先駆けて開拓・先導し、
基礎から応用まで切れ目のない研究開発を
目指す。

東北大学
先端スピントロニクス
研究開発センター

先端脳科学研究において強みを有する山
梨大学が、脳機能の本質に関わる重要細
胞として世界的に注目を集める「グリア
細胞」に関する先端研究を強力に推進す
る拠点として「山梨GLIAセンター」を設
置。グリア・免疫学研究を基軸として、
新たな研究分野の創出を狙うとともに、
先端脳科学研究における次なるブレイク
スルーを目指す。

山梨大学
山梨GLIAセンター

北海道大学
数理・データサイエンス
教育研究センター

これまで共同研究等の積み重ねにより
培ってきた産業界等との関係性を基に、
より高度で実践的な産官学地域連携によ
り社会課題解決に取り組む教育研究機能
を実装するため、「数理・データサイエ
ンス教育研究センター」を設置し、産学
官地域連携・教育・研究を高度に有機的
に連携させる。加えて、DS・AIスキルを
有し、社会のデザインに取組む人材を育
成するための基盤を構築する。

≪感染症研究≫

【国内における先導的なワクチン開発研究】
新型コロナウイルスをはじめとする新興感染症
を克服し、将来の脅威に備えるため、大阪大学
における世界トップレベルの研究組織を最大限
に活用した新興感染症総合研究開発拠点を構築
し、ワクチン開発・創薬・デバイス開発による
研究成果の社会還元を推進。

大阪大学
新興感染症総合研究開発拠点

【感染症専門の人材育成及び診療・制御拠点】
新型コロナウイルス感染症に最前線で対応する
東京医科歯科大学が、全学をあげた感染症対応
体制を確立し、厚生労働省や東京都との連携の
下、全国規模での感染症専門人材の育成・充実
や、有事における都の感染症対策・征圧に貢献。

東京医科歯科大学
グローバル感染症征圧
プラットフォーム（仮称）
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背景 課題事業概要 「Society5.0」の実現に向けた特色ある教育研究の推進や、地域社会への貢献、イノベーションを推進する研究の社会実装
の推進など、特色・強みや役割の明確化・伸長に向けた改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援する。

令和３年度予算額 110億円
(前年度予算額 114億円)私立大学等改革総合支援事業

※特別補助交付額：タイプ１，３，４は１校当たり1,000万円程度、タイプ２は2,500万円程度を想定
（各選定校数等により変動。 このほか、一般補助における増額措置。）基本スキーム（イメージ）

● 地域と連携した教育課程の編成や地域の課題解決に向けた研究
の推進など、地域の経済・社会、雇用、文化の発展に寄与する取組
を支援
● 大学間、自治体・産業界等との連携を進めるためのプラットフォーム
形成を通じた大学改革の推進を支援
（２０～４０グループ）

タイプ ３ 「地域社会への貢献」 170校程度（20～40グループ含む）

タイプ ４ 「社会実装の推進」 80校程度

● 産業連携本部の強化や企業との共同研究・受託研究、知的財
産・技術の実用化・事業化、産業界と連携した社会実装の推進に
向けた取組を支援

タイプ １ 「『Society5.0』」の実現等に向けた
特色ある教育の展開」 105校程度

「Society5.0」時代に求められる力を養う、文理横断的な教育プロ
グラムの実施、リベラルアーツ教育の推進等、新たな時代を生きる学生
に対する教育機能の強化を促進
入学者選抜体制の充実強化、高等学校教育と大学教育の連携強
化等、高大接続改革への取組を支援

タイプ ２ 「特色ある高度な研究の展開」 40校程度

● 社会的要請の高い課題の解決に向けた研究やイノベーション創出等
に寄与する研究や他大学等と連携した研究など、高度な研究を基軸と
した特色化・機能強化を促進
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背景 課題
（事業名）
・地（知）の拠点整備事業（COC（Center of Community）（シー・オー・シー））
・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+（シー・オー・シー・プラス））

（取組内容）
・地域のニーズと大学のシーズのマッチングによる地域課題解決
・地方の大学群と地域の自治体、企業、NPOが連携した地方創生の取組を通じた地域人材の育成

（成果）
・地域の拠点となる大学として協働機関等との信頼関係が構築され、一緒に地域で何かをやろうという機運が高まったことにより、補助期間終了後も取組が自走化
・地域が求める人材養成に必要なカリキュラム改革の実行、協働機関と協働して学生に魅力ある就職先を創出・開拓し、大学主導の地方創生モデルを全国に展開

（課題）
地域との連携体制の構築、地域理解をまず重視したため、事業期間中、長期にわたる景気の拡大など社会情勢の変化はあったものの、成果目標のひとつとしていた
若者の地元定着、地元就職（＝若年層人口の東京への一極集中の解消）にしっかりつながるような実践的内容までの踏み込みが不十分な面があった

○これまでの取組の成果と課題〔COC、COC＋〕：H25～R1

（事業名）
・大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（COC+R（シー・オー・シー・アール））

（取組内容）
・地方創生に向け、自治体や地元企業等が連携・協働し、地域で求められる人材の養成に向けた指標を設定
・その指標に基づき、大学において、より学修と出口(就職先）が一体となった教育プログラムを構築・実施

（求める成果）
・学生や社会人の地元就職を促進することを通じ、地域に求められる人材育成機関としての大学の機能強化、地域活性化
・これら事業実施大学の運営モデルを全国に横展開

○今後の取組の方向性〔COC＋R〕：R2～R6(予定）

COC関連事業の成果と今後の方向性
総合教育政策局
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背景 課題

・COC+及びCOC+Rは、補助期間終了後の継続的なプログラム実施を図る観点から、プログラムにおける補助金の配分額については、補助期間最終年度に向けて逓減。
・COC+及びCOC+Rは、各事業の初年度に採択し、５年間継続採択。

○COC、COC＋、COC+Rの予算及び採択大学等数の推移

予算及び採択大学等数の推移

事業 ＣＯＣ ＣＯＣ＋ ＣＯＣ＋Ｒ

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

予算額
（億円）

２３ ３４ ４４ ４０ ３６ ２１ １０ ３ ２ ー ー ー

採択大学等数
()内は、参加
大学等数

５６
４２
(２１４)

４
(１１)

２６
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地（知）の拠点整備事業（大学COC（Center of Community）事業）

平成２６年度予算額 ３４億円
（平成２５年度予算額 ２３億円）

支

援

＜大学（ガバナンス）改革＞＜大学の機能別分化＞
大学全体として地域を志向した教育・研究・社会貢献を推進

地域産業界ＮＰＯ等

・地域課題について意見交換
・地域のニーズに合った教育研究の在り方を
共同構築
・関係団体の合同フォーラム等の開催による
成果の共有・発信 等

＜大学と自治体との対話の場＞

地域の教育力を大学に還元

大学の知を地域再生･活性化に活用

文科省

施策の有機的連携

＜地域活性化の取組(例)＞
・子どもの学び支援
・子育て支援
・商店街活性化活動

＜産学連携や地場産業の振興(例)＞
・地域への研究成果の還元
・地元企業への技術指導

＜地域人材の育成・雇用機会の創出(例)＞
・地域再生･活性化の中核となる人材養成
・高齢化社会における学びや交流の場の提供

大学全体としての
総合的な取組

↓
将来的な教育カリ
キュラム・教育組織
の改革

D大学

B大学

C大学

A大学

２．事業のねらい

１．背景
○地域の課題解決に応える教育研究を行ってほしい。
○学生が地域社会に出てから役立つ学びに力を入れてほしい。
○教員個人のつながりから、大学が組織的に取り組む連携体制に発展させてほしい。

◎大学が地域の再生・活性化に貢献
○大学が地域の課題をより直視 → 教育研究の活性化
○学生が地域の課題解決に参画 → 学生の実践力育成

＜大学に対する期待＞

＜大学が地域の課題解決に取り組む意義・効果＞

３．支援対象と目標

全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める大学を支援することで、
→学長のリーダーシップの下、大学のガバナンス改革を推進
→各大学の強みを活かした大学の機能別分化を推進

・ 自治体等と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める
大学（短大・高専を含む）が対象（自治体・大学ともに、複数・単独があり得る）。
・ 学内組織が有機的に連携し、「地域のための大学」として全学的に地域再生・
活性化に取り組み、将来的に教育カリキュラム・教育組織の改革につなげる。
・ 地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）のマッチングや自治体・大学の
協働による地域振興の取組を進める。

４．支援条件
①全学的な取組としての位置付けを明確化（学則等の位置付け、全教職員へのFD・SDの徹底など）
②大学の教育研究と一体となった取組
（全学生が在学中に一科目は地域志向科目を履修する教育カリキュラム・教育組織の改革は必ず実施）

③大学と自治体が組織的・実質的に協力（協定、対話の場の設定など）
④これまでの地域との連携の実績
⑤自治体からの支援の徹底 -マッチングファンド方式-

（財政支援、建物無償貸与、人員派遣など）

自治体（県）

自治体（市）

関係省庁

支

援
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：事業協働地域

Ｄ 大学

地方公共団体企 業

企 業

Ｂ 大学

Ｃ 短大

E 高専

地方公共団体

Ａ 大学
（ 事業責任大学）

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ（総括）
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

配 置

・給料の良い就職先が多くできる
・志望する職種に就けるようになる

※ 「2015卒ﾏｲﾅﾋﾞ大学生Uﾀｰﾝ・地元就職に関する調査」

・働きたいと思うような企業が多くできる
・地元就職を推進するための活動が活発になる

Ｎ Ｐ Ｏ

体 制

平成30年度予算額：21億円
（平成29年度予算額：36億円）

※総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（2013年度）」を基に文部科学省作成

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+） 2019年度予算額 1,037百万円
(前年度予算額 2,126百万円)

【 背景 ・ 課題 】

◎ 『人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加
速させる』という負のスパイラルに陥ることが危惧されている。
◎ 地方／東京の経済格差拡大が、東京への一極集中と若者の地方からの
流出を招いている。

◎ 大学・地方公共団体・企業等の各種機関が協働し、地域が求める人材を
養成するための教育改革を実行するとともに、学生にとって魅力ある就職先を
創出・開拓。
◎ COC+推進コーディネーターを配置し、事業協働地域の連携強化や取組の
進捗を管理。
― 事業期間：最大５年間 財政支援（2015年度～2019年度）
― 選定件数・単価：42件 × 約2,400万円
― 参画大学・短期大学・高等専門学校：278校（2018年６月１日現在）

事業概要

成 果
若 年 層 人 口 の 東 京 一 極 集 中 の 解 消 を 推 進
事 業 協 働 地 域 に お け る 雇 用 創 出 ・ 就 職 率 の 向 上

実現すれば地元就職をするかもしれないもの

最初の就職時「20～24歳」及び、「20～24歳」以外における人口移動

①
•地域の産業活性化や人口集積を推進するため、大学群、地方公共団体、企業等の課題
（ニーズ）と資源（シーズ）を分析

②
•雇用創出・就職率向上の目標設定

③
•地域が求める人材養成のための教育プログラムの実施に必要な人的・物的資源の把握・配
置

④

•教育プログラムの構築・実施

【 大 学 】 地域特性の理解（地域志向科目の全学必修）、地域をﾌｨｰﾙﾄﾞとする課題解決型
学修による地域理解力及び課題発見・解決能力の修得 等
【 地方公共団体・企業等 】 実務家教員の派遣、財政支援、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ・ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・PBLの
場の提供 等

取 組
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：事業協働地域

Ｄ 大学企 業

Ｂ 大学

Ｃ 短大

E 高専

地方公共団体

Ａ 大学
（ 事業責任大学）

企 業 地方公共団体

Ｎ Ｐ Ｏ

体 制

大学による地方創生人材教育プログラム構築事業
【 背景 ・ 課題 】

◎ 地方創生に向けては、当該地域にある高等教育機関が核となって、その地域の経済圏における教育と職業、教育と新たな産業を結びつけていく活動が不可欠。
◎ 人生100年時代においては、高等教育機関には多様な年齢層の多様なニーズを持った学生を教育できる体制が必要となるため、いわゆる就職氷河期世代も含
めた様々な社会人に対しても受けやすく即効性のある出口一体型人材養成の確立が求められる。

事業概要 2019年卒の大卒新卒採用予定人数の充足率

地域の高等教
育機関におい
て養成すべき
人材像の検討

ブロックごとの拠点地域を設定

57.9%
50.0% 50.7%

89.0%

61.8%

85.4%
92.0%

65.6%
77.1%

46.8%

72.7%

40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

※ 2019年4月17日「地域経済社会システムとしごと・働き方検討会」提出資料より
リクルートワークス研究所,「ワークス採用見通し調査2018」（従業員規模、業種によってウェイトバックしたもの）

①

•大学群、地方公共団体、企業等が連携・協働し、当該地域が養成すべき（産業）人材像の分析・検討
•分析・検討結果に基づき、当該（産業）人材を養成するための指標を作成

②

•指標に基づき、大学における学修と、出口（就職先）が一体となった教育プログラムの構築・実施
•各事業実施大学の運営モデルを取りまとめ、横展開

取 組

学位課程
（学士・修士・博士等）

履修証明
プログラム
（１年程度）

短期プログラム
（半年程度）

学
生

社会人
受講

サーティフィケート
（学位、資格、学修証明 等）

単
位
の
積
み
上
げ

• 大学は、60～120時間の履修証明プログラム（BP）を開発し、出口（就職先）と一体となって実
施・展開。

• あわせて、履修証明プログラムを含めた単位の積み上げによる体系的なカリキュラムを構築
し、プログラムを修めた者にはサーティフィケート（学位、資格、学修証明 等）を授与。

• 社会人の地方への転職や学び直しニーズにも対応可能となるよう、実践的なプログラムの開
発と全学的な推進体制の整備を実施。
＜教育プログラムの分野（イメージ）＞
食品、 AI・IoT利活用、医療・福祉、エネルギー・ものづくり、地場産業、国際・観光、公務員・教員

学生や社会人の地元就職出
口

サーティフィケートと連動 地域に求められる人材育成

機関としての大学の機能強

化、地域活性化

成

果

令和3年度予算額 226百万円
(前年度予算額 254百万円)

◎ 事業責任大学を中心に、大学・地方公共団体・企業等の各種機関が協
働し、地域が求める人材を養成するための指標と教育カリキュラムを構築。

◎ 指標に基づき、出口(就職先)が一体となった教育プログラムを実施する。

― 事業期間：最大５年間（令和２年度～令和６年度）
― 実施件数：４件（令和２年度選定分を継続実施）

(COC+R)
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科
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基
本
法
・
科
技
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ノ
ベ
活
性
化
法
改
正

第1期 第3期第2期 第4期

産学官の人的
交流等の促進

技術移転のため
仕組みの改革

産学官連携はイノ
ベーション創出の
ための重要な手段

本格的産学官
連携

オープンイノベー
ションの場の形成

科学技術基本計画

承認ＴＬＯ制
度（研究成果
の産業への移
転を促進）

日本版”バイ
ドール”条項
（国の研究委
託の成果を受
託者に帰属）

各国立大
学が法人
格取得

大学の使命として、
①教育、②研究に加
え、③教育・研究の
成果の提供による社
会貢献を明文化

地域科学技
術、産学官連
携関係事業は
廃止判定

大学発ベン
チャー等支
援会社等へ
の出資

「大学、国立
研発法人等へ
の民間投資３
倍増」

第5期

科学技術・学術政策局
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第６期
（2021～2025）

第５期
（2016～2020）
地方創生に資するイノベー
ション・エコシステムの構築

第４期
（2011～2015）
地域イノベーション
システムの構築

（グローバル型 3～8億円/年
×13地域：5年）
（都市エリア型 1～2億円/年
×20地域：20地域）
（重点支援枠 １～２億円/年×
７地域：３年）
事業仕分けを踏まえ、知クラ、
都市エリア事業を統合、再編、
縮小

地域イノベーションクラスター
プログラム（2010）

（１-２億円/年×37地域：５年）
関係省庁と連携で地域を選定。文科省はソフト・ヒューマ
ンを重点的に支援

地域イノベーション戦略支援プログラム
（2011～2018）

１地域当たり 1～1.4億円(程度）/年：５年)
（R3年度予算案：3,020百万円）
地域に貢献する大学等への事業プロデュースチームの創設し、
成果の企業への導出、商品化等を支援

地域イノベーション・エコシステム形成プログラム
（2016～）

１地域当たり1,000万円
（R2年度予算：33百万
円）
目指す未来社会像の
実現に向けて、地域の
様々な社会課題を科
技イノベを活用して解
決する取組を支援

DESIGN-I
（2019～2020）

地域科学技術イノベーション支援施策の変遷
• 第２期科学技基本計画より、地域のポテンシャルを有効活用し、科学技術の高度化や経済の活性化をはかるため、地域科学技
術振興施策を本格的に開始。

第２期
（2001～2005）
クラスター政策の開始

2009年12月
事業仕分け

地域科学技術、産
学官連携戦略展開
事業は廃止判定

（５億円/年×31地域：５年）
地域大学等のシーズを核に、地域内の
ネットワークを形成

知的クラスター創成事業
（2002～2009）

（１億円/年×89地域：３～５年）
小規模でも地域の特色を持つクラスター
の形成

都市エリア産学官連携促進事業
（2002～2009）

第３期
（2006～2010）
クラスター政策の発展

育成型 3千万円(程度)/年：２年
本格型 2億円(程度)/年：10年
（R3年度予算案：640百万円）
地域における産学官の地域共
創の場を構築し、地域課題解
決・地域経済の発展に向けたビ
ジョンに基づき研究開発を行う
拠点の形成を支援。

共創の場形成支援プログラ
ム-地域共創分野-
（2021～）
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上位の大学の論文数: 日本の方がドイツより多い①、日本と英国は同程度①’
上位に続く層の大学(10位～50位程度)の論文数: 独英と比べて日本の方が少ない②
論文数規模の小さい大学の数: 独英と比べて日本の方が多い③

日英独の大学の論文数分布の比較

日本 45,173
ドイツ 43,567

論文数の合計

日本 45,173
英国 46,979

論文数の合計

注1: Article, Reviewを分析対象とした。分数カウント法を用いた。10年間で論文数が500件以上の大学を分析対象とした。
(データの出典)クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

1 6 11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61 66 71 76 81 86 91 96 10
1

10
6

11
1

11
6

12
1

12
6

13
1

13
6

14
1

14
6

15
1

15
6

16
1

16
6

17
1

17
6

18
1

18
6

論
文
数

大学順位

論文数（2013-2017年平均） ドイツ 日本

上位大学は日本の方が論文数が多い①
上位に続く層はドイツの方が論文数が多い②

日本は論文数規模の小さい大学の数が多い③

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

1 6 11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61 66 71 76 81 86 91 96 10
1

10
6

11
1

11
6

12
1

12
6

13
1

13
6

14
1

14
6

15
1

15
6

16
1

16
6

17
1

17
6

18
1

18
6

論
文
数

大学順位

論文数（2013-2017年平均） 英国 日本

上位大学は日本と英国で同程度①’
上位に続く層は英国の方が論文数が多い②

日本は論文数規模の小さい大学の数が多い③
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英国やドイツと比べて日本は、以下のような特徴を有する
上位大学の論文数は英国・ドイツより多いか同程度
上位に続く層の大学（10位～50位程度）の論文数が両国と比べて少ない
分野別の論文数の順位を見ても上位に出現する大学が固定
英国やドイツと比べて論文数規模の小さい大学が多い
それらの中に、特定分野において個性（強み）を持つ大学が多数存在

日本の研究力の向上について検討する際には、このような日本の大学の特徴を踏まえた
施策の検討が必要

(層の厚みの観点から)
ドイツや英国は、日本と比べて上位に続く大学の層が厚く、そこには特定の分野で強みを
持つ大学が存在
日本にも論文数規模が中小の大学の中に特定の分野で世界と競える強みを持つ大学
が多数存在
これらの大学の強みを伸ばす、言い換えれば各大学の個性を伸ばすことで、結果的に日
本全体の研究の多様性と上位に続く大学の層の厚みが形成されるような施策の展開

日英独の大学の論文数分布の比較からみる日本の特徴
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地方大学研究振興タスクフォースについて

大学ファンドの創設によって、国内トップ研究大学を世界に伍する研究大
学の水準に引き上げていくための道筋が一定程度ついた。

しかし、日本全体が欧米や中国などと伍していくための研究開発力を備
えていくためには、トップ研究大学のみならず、それ以外の大学の研究開
発力を抜本的に強化していくことが必要。

したがって、それらの大学がその規模や機能、立地に応じて期待される役
割を明確にしつつ、そのために必要な施策の在り方を示すこととする。

金光 謙一郎 大臣官房文教施設企画・防災部計画課長
横井 理夫 総合教育政策局地域学習推進課長
淵上 孝 高等教育局高等教育企画課長
西田 憲史 高等教育局大学振興課長
堀野 晶三 高等教育局国立大学法人支援課長

仙波 秀志 科学技術・学術政策局研究開発基盤課長
斉藤 卓也 科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課長
渡邉 淳 研究振興局基礎研究振興課長
塩原 誠志 研究振興局学術機関課長

検討の目的

検討体制

※事務局：科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課

大学分科会（第160回）
会議資料
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地方大学振興に係る政策文書などでの位置づけ
1. 中央教育審議会「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（H30.11.26）
2. 文部科学省高等教育局「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」（R2.10）
3. 「大学等連携推進法人について（概要）」（文部科学省ウェブサイト）
4. 地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議「地方における若者の修学・就業の促進に向けて」（H29.12.8）
5. 「経済財政運営と改革の基本方針2020」（R2.7.17閣議決定）
6. 「まち・ひと・しごと創生基本方針2020」（R2.7.17閣議決定）
7. 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）（R2.12.21閣議決定）
8. 地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議「地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議 取りまとめ」（R2.12.22）
9. 「魅力ある地方大学の在り方に関するこれまでの意見と今後の論点」（R3.2.9中央教育審議会大学分科会（第159回））
10. 地域科学技術イノベーション推進委員会「地域科学技術イノベーション・エコシステムの構築に向けた方策について（最終まとめ）」（R3.1）

個々の大学を取り巻く環境を踏まえつつ、魅力的な特色を持つ
大学づくりを目指すべきという方向性が打ち出されている

各大学が魅力的な特色を持つ仕組みの整備、満足な状況と
は言えず、各省庁・各局課がばらばらに実施しているにとどまる

そのような状況から地方大学の特色が出しきれていない

しかしながら、実際は、

【地方大学振興に関する言及をしている政策文書等の例】
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トップ研究大学以外を振興するにはどうするべきか？

特定の研究分野で国際的に優れた研究力を有する大学におい
て、当該分野を更に伸ばす
※イメージ：熱帯病（主に感染症）研究に強みを持つ長崎大学

地方自治体や産業界と共に、地域社会のあるべき姿に基づき、
地域課題解決・地域経済発展に貢献する大学は、その方向性
を更に加速
※イメージ：県内にサテライト地域連携拠点を複数設置し、地域のハブ機能も果たす三重大学
地方で活躍する人材輩出を志向する教育・人材育成
産学官による共同研究等を通じてイノベーションエコシステム形成

それぞれの特色・方向性を評価し、大学が主体的にその特色・
方向性を伸ばしていくための仕掛けが必要

各大学を取り巻く環境は様々であり、各大学の経営方針に基
づいた組織の新陳代謝により、それぞれの大学の特徴を一層強く
する方向に促す

15



地方大学振興の長期的方向性 ポイント（検討中・素案）

① これからの時代、大学の地方創生への貢献は非常に重要。それぞれの
大学が自らの強みや特色を生かして、地域ならではの人材育成や研究
開発、イノベーション創出に取り組む大学の主体的な取り組みを促すた
めの施策を一体的に講じることが必要。個々の大学のみの改革では限
界があることにも留意し、連携や共創を促す

② 拠点・大学単位の支援事業の横串を通す仕組みの構築を目指すとと
もに、基盤的経費においても地域ならではの取り組みや社会貢献を支
援・評価する仕組みの導入を検討（先進的な取り組みを促進する制
度的特例も検討）

③ 各種支援事業について、大学がワンストップで質問や相談ができるよう
な情報提供体制の強化を図る等、大学間での情報格差を解消すると
ともに、審査プロセスの共通化や応募時期の統一など、大学にとってわ
かりやすい公募・採択の仕組みを検討
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【事業スキーム】
提案主体：大学等×自治体×企業
育成型： 8拠点程度
支援規模：３千万円程度/１拠点
支援期間：２年度程度

本格型：2拠点程度
支援規模：２億円程度/１拠点
支援期間：最長10年度

「人が変わる」「人が変わる」
SDGs×ウィズ/ポストコロナに係る
地域拠点ビジョンを共有

「地域社会が変わる」
科学技術イノベーションによる社会システムの変革

「大学が変わる」
持続的な地域産学官共創システムの整備・運営

共創の場形成支援 ー 地域共創分野－ 令和3年度予算額 640百万円（新規）
※「共創の場形成支援」の内数、運営費交付金の推計額

事業概要
（３つのポイント）

背景・課題
新型コロナウイルスの拡大は、一極集中型の日本社会の脆弱性を浮き彫りに。「ウィズ・コロナ」時代に、強靭性
（レジリエンス）を獲得し、新たな感染症などの危機でも持続できる経済・社会構造への変革が必須
地域への分散化を図りリスクを最小化し、地域産業・社会の抱える課題を地域が自立的に解決し続ける仕組み
となるイノベーション・エコシステムの構築が急務
絶えず変化・複雑化する地域の課題に対し、知の拠点である地方大学、地域ニーズを把握している地方自治体、
出口となる企業が連携し、地域における産学官の地域共創の場の構築が必要

産学共同研究開発を
推進（他機関も参画） （学）

地方大学等

（官）
地方自治
体

（産）
産業界

ビジョン提示ビジョン案提言

主体的コミット ニーズ提示

共同研究資金の提供
企業人の派遣
学生派遣受入れ

地域拠点ビジョンを実現
・ 地域の社会的課題の解決
・ 地域の経済発展

企業支援
シーズマッチング

（地域共創拠点）

地域共創の場

研究開発成果の
社会実装

必要な施策立案等
を実施

社会実装
の提案

予算措置
実証フィールドの提
供
職員の派遣

政策
提言

参考
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共創の場形成支援 -知と人材が集積するイノベーション・エコシステム-
事業概要
• 新型コロナウイルス感染症を踏まえ、国連の持続可能な開発目標（SDGs）にもとづく未来のあるべき社会像
（ビジョン）を描き、産学官共創により、ビジョン実現に向けた「新たな経済的・社会的価値を創造するバックキャス
ト型研究開発」とそれを支える「産学共創システムの構築・持続的運営」をパッケージで推進する拠点形成を支援
「人が変わる」「人が変わる」

SDGs×ウィズ/ポストコロナに係るビ
ジョンを共有

「社会が変わる」「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

「大学が変わる」「大学が変わる」
持続的な産学共創
システムの整備・運営

令和3年度予算額 13,734百万円
(前年度予算額 13,800百万円）

※運営費交付金の推計額

令和2年度第3次補正予算額 900百万円

・育成型、本格型の２類型で、バックキャスト研究開発と持
続的なシステム構築を推進する拠点を形成
・①「ウィズ・コロナ」、「ポスト・コロナ」時代の社会ビジョン達
成を目指す産学官共創拠点（共創分野）、②国の重
点戦略を踏まえた拠点（政策重点分野）、③大学等と
地域のパートナーシップによる拠点（地域共創分野）

推
進
方
法

共創の場
形成支援
プログラム
(COI-NEXT)

育
成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推
進体制整備等を実施。

支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度
支援件数：22拠点程度

（うち新規採択12拠点程
度）

本
格
型

①共創分野、②政策重点分野、③地域共創分
野について、価値創造のバックキャスト研究開発と
持続的なシステム構築を推進。

支援規模：̃4億円程度/年
支援期間：最長10年度
支援件数：10拠点程度

(うち新規採択4拠点程度）

育成型・本格型合わせて約34億円

共創の場のコンセプトイメージ

科学技術イノベーション

持続可能な
社会の実現

「ウィズ・コロナ」「ポスト・コロナ」の
国の成長と地方活性化

共創共創
の場企業等との

共同研究推進
自立的に運営するため
の仕組みと体制を構築

SDGs×ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学共創システム

参考
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共創の場形成支援プログラム（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ） 令和２年度採択プロジェクト一覧

広島大（共創・育成）広島大（共創・育成）

国立循環器病研究センター（バイオ・本格）国立循環器病研究センター（バイオ・本格）

琉球大（共創・育成）琉球大（共創・育成）

仙台高専（共創・育成）仙台高専（共創・育成）

QST（共創・育成）QST（共創・育成）

東京大（共創・育成）東京大（共創・育成）

東京工業大（共創・育成）東京工業大（共創・育成）

信州大（共創・育成）信州大（共創・育成）

名古屋市立大（共創・育成）名古屋市立大（共創・育成）

大阪大（共創・育成）大阪大（共創・育成）
大阪大（量子・本格）大阪大（量子・本格）

東京工業大（量子・本格）東京工業大（量子・本格）

NIMS（環エネ・本格）NIMS（環エネ・本格）
筑波大（バイオ・本格）筑波大（バイオ・本格）京都大（共創・育成）京都大（共創・育成）

名古屋大（共創分野・育成型）名古屋大（共創分野・育成型）

徳島大（共創・育成）徳島大（共創・育成）

世界モデルとなる自律成長型人材・技術を育む総合健康産業都市拠
点
住民の健康・医療状態の情報を集約し、最先端研究を住民に還元でき
る産業都市拠点を形成することにより、難治性心血管疾患・難治性がん・
認知症・ウイルス感染症を克服できるレジリエントな社会の実現を目指す。

参画機関：徳島大、エーザイ㈱、東和薬品㈱、シスメックス㈱、ニプロ㈱、
CYBERDYNE㈱、大阪商工会議所、大阪府、吹田市、摂津市等の15機関

東京大（共創・本格）東京大（共創・本格）
地域気象データと先端学術による戦略的社会共創拠点
過去の観測データと最新の気象モデル等とを融合した詳細解析を実施し、エ
ネルギー、交通・物流、まちづくり、防災・減災、医療・福祉等、多様な産業
分野・地域での産学官連携により社会イノベーション創出をめざす。

参画機関：東北大、海洋研究開発機構、野村不動産㈱ 、㈱ウェザーニューズ 、
日本郵政㈱、日本郵便㈱、ヤマトホールディングス㈱、シーメンス㈱、
㈶日本気象協会、石川県、熊本県、気象庁等の17機関

最新の気象モデルを駆使した詳細解析過去の
観測データ
衛生観測
地上観測
海洋観測等

利活用（例）

農業生産やエネルギー
生成の最適化
災害に強い物流・交通
自治体の防災・減災対
策

参考
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